
2．デザイン調査研究  

2．1異業種・異素材・異技術の調査研究  

坂下仁志、宮崎 徹  

デザイン分野を中心として、近代工業への対応  

が求められはじめた。   

そこで、これまでの自然素材を中心にした日  

凹地区の地場産業への対応にとどまらず、大分  

県■F全域の産業技術について、デザインを切Ll  

として調査するとともに、そこから新たな素材  

・技術の組合せによる新製品開発の可能性を探  

ることを臼的として、調査研究に取り組んだ。  

1．目  的   

当所は、これまでも各種の技術開発、デザイ  

ン開発を通して、標記テーマにかかわるような  

事業を行ってきたが、その内容は日田地区に集  

積する家具業界、工芸業界、木製履物業界等の  

産業振興を中心にしたものであった。   

しかし、異業種交流による新しい取り組みが  

模索されはじめた噴から、当所にとって、特に   

表一lアンケート用紙の内容  

企業名  代表者名  

所在地     TEL  FAX   

業   種  i三要素材  

デザインを業鹿に取り人れていますか？  

デザインに興味ほありますか？   どういった分野ですか？  

（例、パッケージ、インテリア等卜  

ト  
二二∴†∴二二  

どんなことに？  どうしてですか？  
具体的な方法は？  

どんなことで？一－＝  

デザインについて行政棟関に望むことは？  
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3．3 匝川又したアンケートに対して以下のよう  

な処躍を行った。   

なお、800過のアンケート発送に対して、回  

答数は45通であった。池川又率：5．6％）  

①設問内容について複合検索可能な処理をする  

ために、（別紙2）の様式で、データベース的  

な入力を、パソコンを利用して行った。  

②人力したデータは、（別紙3、4）にあるよ  

うな、様式で検索処理を行った。  

3．4 検索処理による結果分析について   

結果の分析は、①デザインを業務に取り入れ  

ている、②デザインを業務に取り入れていな  

い、に分けて行った。   

①デザインを業務に取り入れているとしたと  

ころは、（26祉／45什：58％）である。   

この巾で何等かの困難に直面した辛があると  

回答したところは、（15社／26社：58％）で  

あった。その事例として多かったものは、人材  

不足・デザイン科・イメージの伝達等であっ  

た。   

デザイン担当者の人数は1企業当り2－12人  

で、3人程度とする企業が最も多い。しかし、  

2．方  法  

2．1デザインを切口としたアンケート方式  

2．2 県下全企業（T業試験場管轄範囲）を対象  

2．3 検索可能なデータベース化処理  

2．4 結果の分析  

3．結  果   

2．ト2．3の基本的な考え方にもとづいて種々  

検討の結果、以下のように行った。  

3．1実施にあたっては、調査用紙（囲1）  

を作成し、主要業務とデザインとの関連、具体的  

な取り組み状況、あるいはデザインヘの興味、  

今後のデザインの必要性等について調査した。  

3．2 当所および別府産業l二芸試験所管轄（そ  

れぞれ、 20（）社程度）の業界については、こ  

れまでの経過から、デザインの概況は掴んでい  

ることから、】二業試験場管轄範囲を調査対象と  

することに決め、その中から技術情報誌の発送  

先約800社を選定し、調査用紙は情報誌「技術  

情報おおいた」に添付して配布・調香した。   

なお、本アンケート用紙の回収は、事前調査  

で設置を確認したFAXによる回答とした。   

表2 データベース化の様式  
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表－3 複合検索結果一例  

大半の業務は外注に出しており、そうでない場  

合は本社でという回答であった。   

公設試への要望としては、情報提供t専門家  

斡旋・研修セミナーの開催などが多く、行政の  

中にデザイン業務を行っている部門があること  

を知らない企業が大半であった。   

②現在、業務にデザインを取り入れてはいな  

いが、興味があると回答し、かつ、今後は自社  

にとって必要になると回答したところは、（8  

社／19祉：42％）であった。また、興味はない  

が、今後必要になるであろうと回答したところ  

は（5社／19社：26ヲ‘）であった。   

興味も必要もないと回答したところは（11  

社／19社：58％）であり、回答全体でみると  

（11社／45社：25％）であった。  

4．考  察   

近代工業分野に対する調査として実施した  

が、当初の予測に反して、回答率が著しく低  

かった。   

早計には判断できないが、この結果は大分県  

の下請け・部品製造的な産業構造を反映してお  

り、デザイン的な取り組みが要求されるオリジ  

ナル製品等、あるいは一般消費者に近い川下生  

活必需製品等の製造にかかわる産業分野の集積  

が少ないことを意味するものであろう。しか  

し、今後のデザインの必要性に対する認識は高  

く、また公設試験研究機関への要望も多い。   

なお、本年度は1業分野からの指導依頼も数  

件あったことから、今後アンケートの回答企業  

を含め、より跨み込んだ実態把握を行い、複合  

的な視点から開発の可能性を追求する必要があ  

ると考察される。  
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